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ミ・ムラ氏によると，ラチーノにとってこの移転は「社会的に認められた」ことの証であっ
た。この移転はさらに甲津畑町民との関係を深めることへとつながった。カミ・ムラ氏が聞
取調査で繰り返し使った言葉として「一人では何もできない」が最も印象的である。これは，
日本社会と切り離した空間ではブラジル人学校は存続できず，多くの人の協力が必要不可
欠という意味の主張である。 
 

おおわわりりにに  

このように，ブラジル人学校史を明らかにする目的には文字資料が不十分であることか
ら，オーラルヒストリーを主な手法として用いた。このことから 2003 年から現在に至るま
での経緯を明らかにすることができた。 

とはいえ，人の語りを手掛かりにする手法であるゆえ，覚え違い，忘却，「語りたくない」，
「知らない」等もありえることである。ラチーノの場合，これは学校の創設者による「語り
たくない」ことが代表的である。ラチーノが「いつ」，「どのように」創設されたか，まだ明
らかになっていないことが多い。「いつ」に関して新聞を通時的に見ると，時期によってラ
チーノの創設年が異なり，情報を合わせるともっとも可能性の高い仮説として，ラチーノ
1996 年から託児所として機能し，2000 年または 2001 年から学校として機能しはじめたと
考える。「どのように」に関しては，創設者が「所属していた派遣会社の支援を受け」，学校
が「開校した」ことが二つ以上の記事で書かれている。 

以上のことから，オーラルヒストリーを用いることによって明らかにできたことが多い
ものの，まだわからないことが多く残っている。ここで見出した問題が学校史を考えるにあ
たって中心的であるので，引き続き研究を行う必要がある。 
 

参参考考文文献献一一覧覧  

桶河優子（2009）「滋賀における在日ブラジル人学校の教育 BAU 学園の事例から」『滋賀
大学大学院教育学研究科論文集』(12), pp. 137-147 滋賀大学教育学部 

中田英樹（2021）「過疎化農村を多文化社会へ再生する日系ブラジル人学校―滋賀県東近江
市甲津畑町の「ラチーノ学院」を事例として―」伊藤泰郎編『日本で働く―外国人労働者
の視点から―』pp. 257-284 松籟社 

東近江市甲津畑小学校記念雑誌（2011）『城山』 
Hatano, Lilian Terumi (2010) ‘A Educação de Crianças Brasileiras no Japão - Desafios para 

os Próximos 10 Anos’. In Fundação Alexandre de Gusmão “Vinte anos de brasileiros no 
Japão” pp. 41-50. Brasília: FUNAG 

Ministério da Educação e do Desporto, Conselho Nacional de Educação (1999) Parecer 
CEBNº 11/99. Estabelecimento de normas para escolas brasileiras sediadas no exterior. 

43

第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   43第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   43 2022/08/17   15:35:202022/08/17   15:35:20



44

第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   44第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   44 2022/08/17   15:35:202022/08/17   15:35:20



45

第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   45第6回若手研究者フォーラム要旨集cc2021.indd   45 2022/08/17   15:35:202022/08/17   15:35:20



永禄・元亀年間における足利義昭と近臣

日本史学 博士前期課程１年

山田 雄翔

ははじじめめにに

永禄 年（ ） 月、足利義昭 は織田信長を中心とする軍勢とともに上洛し、畿

内を平定した。そして翌月、義昭は征夷大将軍への就任を果たす。これ以降、元亀 年

（ ） 月に織田信長によって京都を逐われるまで、義昭は 年弱にわたって京都を

中心に幕府による支配を展開した。本稿では、この永禄 年（ ） 月から元亀

年（ ） 月までを「義昭期」として、義昭期幕府の構造について一試案を提示する

ことを目標にする。

義昭期幕府は、織田信長による傀儡政権であると戦前から長らく理解されてきた 。

これは、天下統一を目指す織田信長に、義昭は利用されたに過ぎないとする見解である。

しかし、近年では織田信長に関する研究や戦国期の室町幕府に関する研究が進展したこ

とにより、上記の見解に対して見直しが進んでいる。このような研究状況の中で、義昭

期幕府研究の一つの画期となったのが、久野雅司氏による研究である。久野氏は京都支

配の実態について検討し、当該期の政権は義昭期幕府と織田信長が相互に補完する「二

重政権」であったと論じた 。現在では、この「二重政権論」の妥当性を評価するにあた

って、義昭期幕府の内実を問う研究が盛んになっている。

本稿で取り上げる義昭の近臣層に関しては、川元奈々氏による研究がある。川元氏は、

義昭期の幕臣を総体的に検討した。そして、義昭の政治的意思を伝える文書を発給した

幕臣を「側近中の側近」として把握し、彼らが幕府の中核を担っていたと論じた 。しか

し、この研究では、これらの近臣集団がいつ形成されたのか、「側近中の側近」以外の

義昭近臣が幕府においていかなる役割を担ったのかということが明らかになっていな

い。そこで本稿では、近臣層の形成過程を明らかにするために、上洛以前の段階から義

昭と近臣層の動向に注目する。そして、幅広く近臣の活動をとらえるために、義昭の出

                                                 
足利義昭は度々改名しているが、本稿では統一して「義昭」と表記する。

織田信長により京都を逐われた後にも、義昭のもつ影響力から依然として幕府は存続し

ていたとする見解があるが（藤田達生「「鞆幕府」論」（『芸備地方史研究』 ・ 合併

号、 年）など）、少なくとも京都退座以降に義昭の権力は変質していたと考えられる

ことから、本稿では元亀 年（ ） 月以降を対象としない。

奥野高広『足利義昭』（吉川弘文館、 年）など。

久野雅司「京都支配における足利義昭政権と織田信長政権」（同著『織田信長政権の権力

構造』戎光祥出版、 年、初出 年）。

川元奈々「将軍足利義昭期における幕府構造の研究―奉公衆を中心として―」（久野雅司

編著『シリーズ・室町幕府の研究 第二巻 足利義昭』戎光祥出版、 年、初出

年）。以下、川元氏の論はすべて本論文による。
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